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研究成果の概要（和文）：本研究では、政府介入メカニズムの自発的公共財供給及び社会厚生に対する効果を、本源的
動機を組み入れた経済理論モデルを基に、理論的かつ実証的に評価した。理論研究に関しては、Kakinaka & Kotani (2
011)で構築されたElster流Moral動機を組み入れた理論モデルを拡張し、本源的動機の一種であるSocial動機を考慮し
た理論モデルを再構築した上で、人々の自発的公共財供給行動及びそれに対する政府介入効果を理論的に考察した。ま
た、実証研究においては、ミャンマー、フィリピンなどの開発途上国における自発的供給問題に関するフィールド家計
調査を実施し、本源的役割を実証分析した。

研究成果の概要（英文）：The objective of the project is to build theoretical models of voluntary 
contribution to a public good with intrinsic motivations and to discuss how government interventions 
affect people’s behaviors of voluntary contribution and the social welfare. Concerning analytical works, 
by extending the theoretical model of Elster’s moral motivation, developed by Kakinaka & Kotani (2011), 
we build the model of social motivation, which is another type of intrinsic motivations, and discuss how 
intrinsic motivations are related to voluntary contribution with the consideration of the effects of 
government interventions. Regarding empirical analyses, we conduct several surveys in developing 
countries, such as Indonesia, China, Myanmar, and the Philippines, on various on-going issues of 
voluntary contribution to verify determinants of people’s motivations of voluntary contribution. 
Furthermore, we discuss people’s motivation by conducting experiments on public goods provision.

研究分野： 社会科学
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１．研究開始当初の背景 
環境・資源など多くの経済諸問題におい

て、公共財・公共悪供給は外部経済・不経済
を通じて社会厚生に多大な影響を与えてい
る。近年、社会構成員の自発的協力の促進に
よる公共財供給が注目されている。具体例と
して、東南アジアにおける森林組合の自発的
参加や米国・欧州における太陽光・風力等代
替エネルギー普及に向けた住民の自発的供
給があげられ、日本でも昨今の福島原子力事
故に端を発した代替エネルギーの自発的普
及に向けた方策は脱(減)原子力という意味で
喫緊の課題である。このような認識の下、
様々な公共財問題に対して、各国政府等公共
機関は「直接的公共財供給」のみならず「課
税・補助金」など社会構成員に自発的協力を
促すメカニズムを導入することにより最適
な公共財供給を目指している。しかし一方で
は、場合によっては政府介入が公共財の過剰
供給もしくは過少供給を誘発するなどしば
しば政府介入メカニズムの導入が経済理論
の予測に反した実証結果をもたらすことも
認識されている(具体例は Le Grand 2003 を
参照)。 

自発的協力を促進しつつ最適な公共財
供給の達成に向けた政策への模索に関して、
政策担当者のみならず学術的にも公共経済
学の分野で膨大な数の研究が存在している。
それにもかかわらず、しばしば政府介入メカ
ニズムの導入が経済理論の予測と異なる実
証結果をもたらしており、このような理論と
実証結果の不一致に対する明確な説明がな
されていない。その一つの解決策は、従来の
経済学の根源となる利己的動機に加えて、(社
会)心理学者により提唱された個人の内面に
存在する利己的以外の本源的動機を考慮す
ることである。本源的動機は社会やその構成
員である人々の属性に依存し様々な形態が
ある。例えば、Kantian 型/Fairness 型の分
類法(Elster 1989)や協力・競争等の概念に基
づく 5 分類法(Liebrand 1984)などがあげら
れる。そのため、特定の政府介入メカニズム
が人々の自発的協力の動機に与える影響は、
分析対象である社会がどのような種類の本
源的動機に特徴付けられるのかに大きく依
存する。つまり、本源的動機の役割を考慮し
ていないことが正に政府介入メカニズムの
実際的効果が従来の経済理論を基にした予
測とかけ離れてしまう原因、ひいては政府介
入の効果に対する疑問が持たれる原因であ
ると考えられる。 

利他的動機や社会相互依存等本源的動
機を伴う経済モデルを基に公共財の自発的
供給メカニズムの解明を試みている文献は
少なからず存在する(Andreoni 1988,1990: 
Hollander 1990: Brekke et al 2003) 。
Kakinaka & Kotani (2011)は Elster 型を基
に本源的動機を分類した上で、本源的動機を
組み入れた公共財自発的供給モデルを構築
し、政府の「直接的な公共財供給」に焦点を

あてて政府介入の効果を議論している。しか
し、現実には課税・補助金など様々な政府介
入 メ カ ニ ズ ム が 存 在 す る 。 Eckel & 
Grossman (2003)や Karlan & List (2007)な
ど一部の文献は政府介入メカニズム(特に補
助金と Matching grant)の比較を議論してい
るが、本源的動機に着目した上での各種政府
介入メカニズムの効果に関する包括的な理
論・実証研究は未だにない。特に、本源的動
機が各種政府介入メカニズムの自発的協力
に対する影響を考察した研究はない。本研究
は、各種政府介入メカニズムの効果に着目し、
どの政府介入メカニズムが、どの形態の本源
的動機で特徴付けられる社会において、人々
の自発的協力を促進するのかを議論する。 

 
２．研究の目的 

上記の背景を受けて、本研究では、様々
な政府介入メカニズムの公共財自発的供給
に対する効果と同時に社会厚生に対する効
果を本源的動機(Intrinsic Motivation)を組
み入れた経済理論モデルを基に、理論的かつ
実証的に評価する。本研究の目的は、どのよ
うな政府介入メカニズムが、どのような形態
の本源的動機で特徴付けられる社会におい
て、人々が自発的に協力し、社会厚生の向上
をもたらすのかを検証することである。本研
究で、公共財供給問題における自発的協力を
促進するより効率的な政府介入メカニズム
を提唱できる。 

自発的公共財供給に関する理論研究の
中で、社会的相互関係や利他的主義等の動機
を考慮した理論モデルがいくつか構築され
て い る (Andreoni 1988,1990: Hollander 
1990)。特に、Kakinaka & Kotani (2011)は
Elster(1989)等社会心理学的な意味での
Moral動機を組み入れた理論モデルを構築し
ている。しかし、本源的動機を考慮した上で、
様々な政府介入メカニズム(税・補助金、等)
の自発的協力に対する効果について体系的
かつ理論的に比較検証した論文はない。その
ため、本研究の理論課題では、本源的動機の
形態を考慮した自発的協力に関する理論モ
デルを基に、様々な政府介入メカニズムを明
示的に導入する。それらの理論的帰結を比較
検証することによって、社会厚生上適切な政
府介入メカニズムを理論的に見出すことを
目的の一つとし、そこに独創性と貢献がある。 

自発的公共財供給に関する実証研究に
ついては、本源的動機を考慮しつつ様々な政
府介入メカニズムの自発的協力に対する効
果を比較検証した先行研究は依然として少
ない。そのため、本研究の実証課題では、現
存する様々な公共財供給問題に関して、社会
家計調査及び近年進展の著しい経済実験を
実施し実証的に検証する。理論分析に加えて、
実証分析を行うことによって、最適な自発的
協力を達成し、かつ、特定の社会環境に適し
た政府介入メカニズムのあり方を提唱でき
ると見込まれ、この点においても、独創性と



貢献がある。 
 

３．研究の方法 
上記の研究目的を達成するために、具体

的には、本研究において以下の研究課題を考
察する。 
(1) [政府介入メカニズムの体系化・分類化]
公共経済学や社会心理学など関連分野の研
究文献をレビューした上で、本源的動機の関
連性に留意しつつ、自発的協力に影響を与え
る政府介入メカニズム(直接的供給、課税・
補助金、Matching grant、Provision point 
mechanism、Falkinger mechanism 等)を経済
学視点から体系化・分類化する。 
(2) [理論研究：経済理論モデル構築]本源的
動機を持つ同質的個人から成る社会を想定
し、政府介入メカニズムの自発的協力に与え
る影響を理論的に考察する。本源的動機には
様々な形態があり、また、政府介入策にも
様々なメカニズムが存在する。そのため、
各々の本源的動機で特徴付けられる社会に
対して、各政府介入メカニズムの自発的協力
に対する効果を比較検討することによって、
当該社会における最適なメカニズムの特定
化を模索する。 
(3) [実証研究 I：社会家計調査]公共財供給
問題に関する社会家計調査を様々な事例を
対象に実施することによって、上記(2)で構
築された経済理論モデルとその分析結果の
妥当性を実証検証する。この実証研究により、
研究対象とする社会を特徴付けている本源
的動機の形態及び社会厚生上効率的な政府
介入メカニズムを特定化し、事例に即した政
策的な含意を導出する。 
(4) [実証研究 II：経済実験]上記(3)の社会
家計調査を補完するために、経済環境を規定
する被験者の選好など諸要因を実験的に統
制し理論的に想定される状況を作り出すこ
とができる経済実験を実施することによっ
て、上記(2)で構築された経済理論モデルと
その分析結果の妥当性を実証検証する。 
(5)Elster(1989)等は、現実社会は異なる本
源的動機を持つ人々から成ると主張してい
る。そのため、同質的ではなく異なる形態の
本源的動機を持つ人々から成る「混在社会」
を想定し、上記(2)理論分析及び上記(3)(4)
実証分析と同様の理論・実証分析を行う。こ
の分析によって、より厳密な意味で地域の特
徴に即した政策含意を導出することが可能
となる。 

以上の議論を踏まえて、本研究では、
様々な環境・資源等に関する現実問題に対し
て、自発的協力を促進させる有効な政府介入
メカニズムを提案する。導出される結果は、
(a)政府介入メカニズムの実際的効果が従前
の経済理論を基にした予測とかけ離れてし
まう原因を説明することができ、かつ、(b)
従前の経済分析を基にした政策含意とは異
なり、より現実に即した実効性のある政策を
提言できると見込まれる。 

４．研究成果 
本研究では、政府介入メカニズムの自発

的公共財供給及び社会厚生に対する効果を、
本源的動機を組み入れた経済理論モデルを
基に、理論的かつ実証的に評価した。理論研
究に関しては、Kakinaka & Kotani (2011)で
構築された Elster 流 Moral 動機を組み入れ
た理論モデルを拡張し、本源的動機の一種で
ある Social 動機を考慮した理論モデルを再
構築した上で、人々の自発的公共財供給行動
及びそれに対する政府介入効果を理論的に
考察した。また、実証研究においては、イン
ドネシア、中国、ミャンマー、フィリピンな
どの開発途上国における現実の自発的供給
問題に関するフィールド家計調査を実施し、
本源的役割を実証分析した。 

最初に、公共経済学や社会心理学の分野
において、自発的協力、本源的動機及び政府
介入メカニズムに関連した先行研究文献を
調査した。具体的には、様々な種類の本源的
動機との関連に留意しつつ、公共財供給に代
表される自発的協力問題に関する先行理論
研究、特に、自発的協力に影響を与える政府
介入メカニズムに関する先行理論研究を調
査した。それら文献調査の結果を受け、自発
的協力に影響を与える政府介入メカニズム
の属性を経済学視点から体系化・分類化を試
みた。 

次に、同形態の本源的動機を持つ同質的
個人から構成される単純化社会を想定した
上で、Kakinaka and Kotani (2011)により構
築された Elster 型分類の Moral 動機に関す
る理論モデルを拡張し、本源的動機の一種で
ある Social 動機を考慮した理論モデルを再
構築することによって、人々の自発的公共財
供給行動及びそれに対する政府介入効果を
理論的に考察した。その中で、本源的動機
（Intrinsic Motivation）と通常の経済的動
機（Extrinsic Motivation）の相互関係が人々
の自発的協力行動と政府介入の有効性に大
きく影響することが示され、かつ、Moral 動
機及び Social 動機の理論的帰結の相似性・
異質性を考察することができた。これらの理
論研究の結果については、引き続き、修正中
であるが、“Social Motivation and Voluntary 
Contributions to a Public Good in a Large 
Economy” (Kakinaka and Kotani, mimeo)に
纏めた。 

さらに、実証研究としては、実際の事例
に即した政策的含意を議論するために、イン
ドネシアにおける森林組合への自発的協力
問題、中国北京における交通公害にかかる自
発的協力問題、ミャンマー及びフィリピンに
おける地域コミュニティ活動・ボランティア
活動・寄付活動への自発的協力問題に関する
現地実地調査を実施した。それらの調査から
得られたデータを基に、本源的価値の役割を
踏まえた上で、自発的協力の誘因及び公共機
関による政策効果を実証分析した研究結果
を複数の論文（加筆・修正中含む）に纏めた



（①Enhancing voluntary participation in 
community collaborative forest 
management: A case of Central Java, 
Indonesia、Lestari, Kotani, and Kakinaka, 
Journal of Environmental Management, 
2015；②Mode choices for trips to work in 
urban Beijing、Lili, Kotani, and Kakinaka、
mimeo ；③ Beyond altruism: The drivers 
behind voluntary participation、Anongos, 
Yamada, and Kakinaka 、 mimeo ； ④ Are 
volunteers driven by intrinsic or 
extrinsic motivations? Evidence from 
surveys of residents in Yangon, Myanmar、
Khine, Yamada, and Kakinaka、mimeo；⑤
Intrinsic motivation and voluntary 
cooperation to religious institutions: 
The case of Myanmar、Kakinaka and Yamada、
mimeo)。これらの論文の中で、既に、国際専
門雑誌に出版したものもあるが、残りの全て
の論文を、近々国際専門雑誌に投稿もしくは
出版する予定である。 

最後に、本研究においては、理論・実証
分析ともに一定の研究成果を達成すること
ができたが、未だ未解決の問題があるため、
さらなる研究の推進が必要である。特に、各
個人の本源的動機の役割は人々が直面する
社会環境（災害地等地理的背景、地域の信
条・宗教的背景や歴史的慣習、都市・農村等）
に大きく依存している。そのため、人々を取
り巻く社会環境と倫理的動機・社会的動機等
から成る本源的動機の関係性を考慮した経
済理論モデルを構築した上で、社会環境が本
源的動機及び自発的協力行動にどのように
影響を及ぼすのかについて、フィールドワー
ク(実験やサーベイ調査等)を通じて理論的
かつ実証的に分析することが今後の課題と
してあげられる。 
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